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はじめに 

 

１．背 景 

学校施設は、児童生徒にとって一日の大半を過ごす学習及び生活の場として、快適で安全な環境を整

える必要がある。特に、地震発生時においては、児童生徒の安全を確保するとともに、地域住民の緊急

避難場所としての役割を果たすことから、学校施設の耐震性能の確保は重要である。 

文部科学省の調査によると、公立学校施設のうち耐震性が確認されている建物は全体の約半数（平成

17年4月1日現在）に過ぎず、その耐震化の推進は大きな課題となっている。 

また現在、耐震化の推進のほかにも、老朽化した膨大な施設の改善や、多様な学習活動に対応した施

設づくり、児童生徒等の安全を確保するための防犯対策、省エネ・省資源などの環境に配慮した施設づ

くりなど、質的改善を図ることも大きな課題となっている。 

一方で、厳しい財政状況を背景に、社会資本として、学校施設をより一層有効に活用することも求め

られている。 

このような情勢の中、平成17年3月、文部科学省の協力者会議より、耐震性の確保及び老朽施設の

質的整備を図るための今後の学校施設整備の在り方として、建て替えから改修による再生整備への転換

等を提言した報告書*1が公表されたところであり、今後、このような再生整備を推進していく上で、学

校施設の質的改善を考慮した耐震改修計画を立てる際の手引きとなるマニュアル等の整備が求められる

状況となっている。 

 

２．目 的 

本マニュアルは、このような状況等を踏まえ、学校施設の質的改善を伴う耐震改修を計画・実施する

際の手引書として技術上、計画上の「チェック項目」及び「改修計画のモデルケース」を提示するもの

である。 

なお、改修計画については、既存施設の状況によって困難、不適当な場合があり、また、個々の学校

におけるニーズ等により質的改善の内容やその対応方法も多様なものが考えられる。 

ここでは、公立の小中学校の一般的な校舎を考えながら、耐震補強により建物の構造安全性が確保さ

れる施設であるとともに、多くの既存学校施設に共通する全般的な質的改善を想定し、かつ、基本的な

対応方法として、余裕教室を活用した既存施設内での改修を対象としている。 

 

 

 

*1：｢耐震化の推進など今後の学校施設整備の在り方について｣ 

（平成17年3月学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/001/toushin/05032401.htm 
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第１章 改修計画策定におけるチェックポイント 

 

本章では、学校施設の質的改善を伴う耐震改修として、 
①建物本体の耐震補強 
②老朽化した内外装仕上げ、電気・機械設備の改修・更新等の老朽改善 
③多様な学習活動への対応、防犯対策、省エネ等の今日的ニーズに対する機能改善 
を考慮した改修計画を策定する際の計画面、法規面、構造面及び設備面における基本的考え方や留意事

項等のチェックポイントについて提示する。 

 

１．計画面の検討 

 

1-1 計画面における基本的考え方 

改修計画にあたっては、総合的な学習、個別学習、少人数指導による学習、グループ学習等の教育方

法の多様化等に対応できるような、多目的スペースやワークスペースの確保及び児童生徒がコンピュー

タやインターネットを活用できるコンピュータ教室、情報活用スペースの確保などの学習環境の改善、

また、バリアフリー化や、ランチルーム、手洗い、便所、更衣室等の生活環境の改善、さらに、児童生

徒等の安全を確保するための防犯対策、省エネ・省資源など環境面や地域住民の利用面も考慮しながら

検討を行う。 

 

1-2 校舎全体の平面計画の検討 

改修計画の策定においては、耐震補強により必要な耐震性の確保が可能となることを前提とし、以下

の観点を考慮しながら、余裕教室の活用及び校舎全体の平面計画の検討を行う。 
その際、教室や諸室の間、あるいは廊下との間の壁またはその一部撤去について検討することは、多

目的スペース等の広い空間や連続した空間を確保するなど平面計画を見直す上で効果的である。その他

検討事項を以下に示す。 
 普通教室、特別教室の各諸室について、過不足の状況を十分把握するとともに、今後の当該学校の

ニーズに対応するために、新たに必要となるスペースを検討する。 
 教室、各諸室について、学年毎の普通教室、特別教室、管理諸室のゾーニングを行い、必要に応じ

諸室の入れ替えを行うなど配置計画の改善を図る。また、中学校や高等学校において、教科教室型

の運営方式を導入する際には、教科毎の教室のまとまりを確保すると共に、生徒の移動を考慮し、

配置に注意する。 
 特に多目的スペースやワークスペースについては、各学年あるいは複数学年のまとまりごとに確保

することが望ましい。 
 図書室やコンピュータ教室については、普通教室や特別教室から利用しやすい場所を検討する。 
 職員室の配置は、学校全体の安全管理上重要であるので、屋外運動場や児童生徒昇降口が見渡せ、

また、教室への連絡が容易な位置を検討する。 
 地域開放する特別教室等は、外部からアプローチが容易で、非開放部分と区画できるように配置す

る。 
 改修の方法・規模によっては、工事中に仮設校舎が必要な場合もあるが、できる限り仮設校舎を設
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けない工事計画を検討することが望ましい。 
実際の改修計画においては、新築、改築に比べ、対応が困難な事項も多いと思われるので、上記の検

討事項を踏まえつつ、既存施設の状況に応じて、実現可能な範囲でより効果的な改修計画をたてること

が大切である。 
 

1-3 主な諸室計画の留意事項 

（１）学習環境改善への対応 

① 多目的スペース等 

学習内容・学習形態の多様化に対応した多目的スペースやワークスペースの計画にあたっては次

の点に留意する。 

 多目的スペース、ワークスペースは、学校全体若しくは複数クラスでの合同授業にも対応で

きるような広さを確保し、普通教室に隣接する位置に設けることが望ましい。なお、その際、

音や視線の相互干渉に十分配慮し、できるだけ他の学年の通過動線と重ならないようにする。 

 クラス数や多様な学習活動に対応して柔軟に使用できるような空間構成、環境を計画する。 

 比較的面積の広い多目的スペース、ワークスペースを計画する場合は、利用方法等に応じ可

動間仕切り等で適宜空間を分割できるように計画することが有効である。 

 屋外やテラス・バルコニーに連続していることが望ましい。 

 必要に応じ簡単な観察、実験等が可能となるよう水栓、流し等の設備を設置することが有効

である。 

 普通教室と廊下の間の壁を無くし、オープン型の空間として使用できるようにしたり、普通

教室間の壁を撤去して、可動式とすることで大きなスペースとしても使用できるようにするこ

とも有効である。 

 

② コンピュータ教室・情報活用スペース 

コンピュータ教室や情報活用スペースの計画にあたっては、次の点に留意する。 

 将来の機器の更新、増設等に考慮した配置及び形状とする。 

 児童生徒の様々な学習活動を支える学習・メディアセンターとしての機能を持たせた計画と

することも有効である。 

 教材・教具、消耗品等の収納空間を確保する準備室や教師が教材やプログラム作成等を行う

ことのできる空間を確保することが望ましい。 

 配線のための空間確保について工夫する。 

 構内ＬＡＮの導入やコンピュータの分散配置についても、対応を検討する。 

 

（２）生活環境改善への対応 

児童生徒等が一日の大半を過ごす生活の場として、ゆとりと潤いのある環境となるよう、生活・交

流空間の改善・整備を計画する。 
① 生活環境の改善 

児童生徒等の談話や憩いの場となる空間として、エントランスホール、ラウンジ、アルコーブ、

展示スペース、図書室、また、異学年交流や食事を通した交流を行う場としてランチルーム等が

考えられる。 
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ａ ホール、ラウンジ、アルコーブ等 

 児童生徒等の談話や憩いの場として、日常動線を考慮しながら効果的な配置を計画する。 

ｂ ランチルーム 

 学年間の交流や食事を介した交流を行う場として、適切な位置に計画する。なお、ランチ

ルームと調理教室等を一体的に配置することにより、家庭的な雰囲気作りができると共に、

利用率を高めることができる。また、地域開放の際、効果的な活用が図れる。 

ｃ 教師用ラウンジ 

 教師が休息、談話できる場所として、職員室やその周辺に教師用ラウンジを設けることも

有効である。 

ｄ 手洗い、便所、ロッカー、更衣室等 

 児童生徒等が日常利用する施設であり、より清潔で明るい雰囲気となるように計画する。 

 

② バリアフリー化への対応 

学校施設のバリアフリー化については、個々の学校における施設利用者の特性、施設用途、立

地環境、運営面でのサポート体制等に対応し、適切な整備目標を設定する。 

主なバリアフリー化として次のような対策が考えられる。 

 建物入り口の段差解消 

 同一階の水平移動に支障となる段差解消 

 垂直移動のためのエレベータの設置 

 車いすでも使用できる便所及び洗面所の設置 

 階段及びスロープ等への手すりの設置 

 車いすでも出入りしやすい扉の形状、開口幅の確保 

 視覚・色覚障害者にも視認しやすいサイン等の色彩計画 

 

（３）防犯対策の向上 

学校施設における防犯対策として、児童生徒の安全を確保するために、次に示す視点から既存施設

の点検を行い、ソフト面の対策等と合わせ総合的に検討を行うことが重要である。 
① 来訪者を確認できる施設計画 
② 視認性や領域性を重視した施設計画 

③ 通報システムの各教室等への導入 

既存校舎における具体的な防犯対策として次のような対策例が考えられる。 

 児童生徒昇降口や外来者用玄関を管理しやすいように、死角とならない場所へ移動する、入り

口を限定するなどの対策を行う。 

 職員室や校長室等の管理諸室を児童生徒昇降口が見える場所に移動する。 

 門やフェンス、アプローチ路を含め、校内の様子を容易に認識できるようにする。 

 防犯カメラ、カメラ付きインターホン、非常用押しボタン等の防犯設備を設置する。 
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２．法規面の検討 

 

2-1 法規面における基本的考え方 

改修計画の策定にあたっては、改修内容に応じた法的規制等への対応とともに、既存施設における法

不適格部分への対応の両面について、十分に検討を行い必要な措置を講じる。 

 

2-2 主な法的留意事項 

（１）２方向避難、避難経路の検討 

①２方向避難の確保 

２方向避難を確保し、かつ、歩行距離が法的限度を超えないようにする。特に従来の廊下を教室と

して取り入れる場合は注意する。 

②廊下の有効幅の確保 

廊下に面している柱等に構造補強を行う場合は、必要な廊下幅員が確保できるようにする。 

③内装制限 

教室と廊下との間の壁の撤去により、廊下と一体化されたスペース全体が避難経路扱いとされるこ

とがあり、この部分が避難経路として求められる内装材の規定を満たさなくなる場合があるので注意

する。 

 

（２）教室の採光面積の検討 

教室等諸室の床面積（間仕切りの位置の変更など）や窓の仕様等を変更する場合は、必要な諸室の

採光面積の確保に注意する。例えば、普通教室と多目的スペースを一体化する場合、関係する普通教

室と多目的スペースをまとめて１室として採光面積を計算することが求められる場合があるので注意

が必要である。 

特に構造補強により採光面積に影響が生じる場合があるので注意が必要である。 

 

（３）遡及適用の検討 

改修の内容によっては、現行の法令の規定に不適合となっている部分について、規定の遡

及が行われる場合がある。 
既存施設において想定されうる不適格事項となりやすいチェックポイントとしては、次の

ようなものが挙げられる。 

ａ 日影規制 

ｂ 建物高さ規制（道路規制・地域規制等） 

ｃ 建ぺい率、容積率等の規制 

ｄ 防火・避難基準等 

ｅ シックハウス法（改正建築基準法：平成15年7月施行）に対応する室内空気汚染対応 

ｆ ハートビル法（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する

法律：平成15年４月施行）に対応するバリアフリー対応 
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３．構造面の検討 

 

3-1 構造面における基本的考え方 

（１）構造計画の検討・方針 

改修計画においては、構造面の安全性を確認しつつ、耐震補強と併せて質的改善として既存施設に

大きな空間を創出することが一つの重要なポイントとなる。 

このため、本節では、張間方向の教室間に鉄筋コンクリート壁が配置された、比較的耐震性が優れ

ている一般的な一文字型校舎において、大きな空間又は空間相互の連続性を確保することを目的とし

て、教室間にある張間方向の耐震壁を全面又は一部撤去することを基本として検討を行った。 
（ただし、撤去した壁に代わる耐震要素を他の空間に設置する必要が生じる場合もある。） 

なお、桁行方向については、一般的に開口部が多く耐震壁がほとんどないため、耐震性向上のため

の補強が必要となる。この場合平面計画の変更をうまく活用し、桁行方向に必要な耐震補強部材を配

置するように計画することも有効である。 
 

（２）改修対象建物の構造的基本条件 

一般的に、既存の構造性能が低いほど耐震補強の度合いは多くなり、同時に質的改善に制約が生じ

てくる。 

特に、コンクリート強度の値が極端に低い場合や老朽化・劣化が著しく進行している建物では、質

的改善はもとより補強も困難な状態も想定される。 

したがって、改修計画を策定する際においては、既存建物の構造性能が少なくとも補強可能な程度

に健全であることが最低限必要な条件である。 

 

3-2 計画・設計の手順 

（１）事前調査 

耐震改修における事前調査は、（財）日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐

震診断基準・同解説」（2001 年改訂版：以下「耐震診断基準」）並びにその適用を前提とした（財）

日本建築防災協会発行「既存鉄筋コンクリート造建物の耐震改修設計指針・同解説」（2001 年改訂

版：以下「耐震改修設計指針」）第１章1.3 の記述、また「学校施設の耐震補強マニュアル」（ＲＣ

造校舎編(2003 年改訂版)／文部科学省：以下「学校施設の耐震補強マニュアル」）の記述に基づい

て必要な調査を行う。 

 

（２）耐震補強の目標 

耐震補強の目標は、必要に応じて災害時における地域の避難場所としての利用計画も考慮して定め

る。構造計算上は耐力として余裕がある場合においても、安全のため想定より上の値を推奨する。 

 

（３）耐震補強工法の選択 

ＲＣ架構内部に補強要素（ＲＣ増設壁、枠付き鉄骨ブレースなど）を配置する工法については、「耐

震改修設計指針」ならびに「学校施設の耐震補強マニュアル」による。その際、建物荷重の増加をも
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たらすＲＣ造耐力壁の増設や既存壁の増し打ちについては、基礎の支持力を超えることのないよう注

意を払う必要がある。 
 

（４）必要補強量の算定 

必要補強性能と補強量について、原則として強度型補強を指向して「耐震改修設計指針」第２章

2.2.3ならびに「学校施設の耐震補強マニュアル」に基づいて算出された補強量と補強工法とを勘案

して配置する。 
 

（５）補強部材の配置 

補強部材は、平面的及び断面的にバランスよく配置する。状況によっては、建物の一面のみに補強

要素、架構を配置しなければならない場合もあるが、そのような計画においては補強部材が補強後の

建物に及ぼす影響を十分考慮する必要がある。また、補強部材は原則として既存架構の芯に配置する。 

 

3-3 主要構造部材を加除する際の留意事項 

（１）主要構造部材ごとの撤去の際の基本的事項 

主要構造部材の撤去に際しては、既存躯体を傷めずに丁寧に撤去することが大原則であり、主要構

造部材の撤去に係る留意事項は以下のとおりである。 

①壁の撤去 

ａ 基本事項 

 上階に耐震壁が配置されていないこと及び撤去する壁に平行して両側に鉄筋コンクリート壁

が配置されていることが原則である。 

 教室の界壁として鉄筋コンクリート壁が配置されている場合は、それらの一部の壁を撤去して

も比較的耐震性能を満たしている場合もあり、張間方向の教室間に配置されている壁の撤去は

比較的行いやすい。 

 撤去に際しては、偏心・剛性を考慮してバランスよく撤去する必要がある。また、バランスよ

く撤去することにより、形状指標（偏心率・剛重比）が改善され、耐震性が向上する場合もあ

る。 

ｂ 教室間等の壁の撤去の際の具体的留意事項 

〔断面的観点からの検討〕 

 壁は最上階から下階に行くほど外力を負担しているので、撤去壁の数は最上階から下階に行く

ほど少なく計画する。 

 壁抜け架構となるような位置の壁は原則として撤去しないように計画する。 

 ２教室以上にわたって壁を撤去する際は、耐力確保のため既存壁を柱に一部残す計画も検討す

る。 

 張間方向、桁行方向を問わず下階壁抜けの状態で壁が配置されている場合は、原則として下階

を補強することとなるが、上階の壁を撤去して下階壁抜け架構を解消し、かつ、質的改善を行

うことができる場合もある。 

〔平面的観点からの検討〕 

 壁の撤去は、撤去後の平面的な剛性及び平面的な強度のバランスに配慮する。 
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 一般的に桁行方向に壁が配置されていることは少ないが、配置されている場合の壁は、耐震要

素として重要な役目を担っている場合が多い。したがって、桁行方向の教室と廊下間などの壁

は撤去しないことを基本とする。 

ｃ その他の留意事項 

 撤去する壁が取り付く柱・梁は、最低配筋とされている場合が多いことから、原設計図書の確

認だけでなく、はつり調査などを行い、配筋状況を確認し、必要な補強を行う。 

なお、はつり調査による”コンクリートのはつり”は必要最小限とし、構造耐力が低下する

場合は必要な補強を行う。 
 柱の補強が必要となった場合の補強工法としては、鋼板巻き立て、コンクリート巻き立て、炭

素繊維巻きなどの工法がある。 

 梁については、残された壁の地震時せん断力および長期床荷重に対する安全性の確認が必要で

ある。特に壁を全撤去しない場合に残された壁による地震時せん断力に対する検討を行う。 

② 梁の撤去 

 梁の撤去は、架構が構成されにくくなり、建物内の地震力の明快な流れを阻害することから行

わない。（梁の撤去を伴わない計画を策定することを基本とする。） 

③ 床の撤去 

 建物内部の床を撤去し、吹き抜けなどの空間を配置することは、豊かな空間を創出する上で有

効な手法である。なお、床を撤去する場合は、撤去された部分の水平方向の剛性・耐力が無く

なることに特に留意する必要がある。 

 一般的に、地震力により建物に働く水平力は、床を介して壁・柱に伝達されて基礎から地盤に

流れて行くが、撤去したことにより水平力がどのように建物内を伝わり、基礎まで伝達するこ

とになるか十分検討し補強要素を配置する必要がある。 

 計画面では、防火区画の検討が必要となる。 

④ 柱の撤去 

 柱の撤去は、原則として行わない。（柱の撤去を伴わない改修計画を策定することを基本とす

る。） 

 

（２）耐震要素を配置する際の基本的事項 

主要構造部材を付加する際の留意的事項は、「耐震診断基準」の適用を前提とした「耐震改修設計

指針」または、「学校施設の耐震補強マニュアル」による。 

なお、壁等の主要構造部材を新設する際、既存部分との接合面に仕上げ材が施されている場合は、

原則として接合面の仕上げ材を撤去し躯体面を接合面とする。 
撤去された周辺の仕上げ材は打音調査などにより落下の危険性のないことを確認する。ただし、接

合面の仕上げ材がモルタルなどで躯体に固着しているなど、撤去が難しい部分については撤去しなく

てよいが、モルタル厚さ分だけ深く、あと施工アンカーの埋め込み長さを取る。 

（アンカー深さ＝必要長さ＋強固に固着しているモルタルの厚さ） 
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４．設備面等の検討 

 

4-1 設備面等における基本的考え方 

給排水等の設備は、その種類や設置状況などにより異なるが、概ね設置後２０年以上を経過すると全

面的な更新について検討する必要がある。本節では、設備全体の更新を検討する時期にある既存校舎を

想定し、質的改善を含め設備の課題についてまとめる。 
設備は環境問題と密接な関係にあり、特に熱、空気、音、光、水などの環境要素とのかかわりが大き

いことから、建築的な対応を含めた環境側面と設備計画面に関して、それぞれ検討課題を提示する。 

なお、改修計画の策定においては、既存設備の状況等に応じて、改修項目、内容を選定し、段階的整

備も考慮した検討を行うことが大切である。 

また、天井材、照明器具、電気、機械設備機器、家具等の非構造部材等についても耐震点検を行い、

落下・転倒による危険の無いように必要な対策を講じることが大切である。 

 

4-2 環境側面からの検討 

地球温暖化防止対策の推進及び学校環境衛生の基準の両面から、既存学校施設の断熱性能の向上を図

り、省エネルギーを促進することは、ますます重要な課題となってきている。特に、特別教室や管理諸

室などで、既に冷暖房設備が導入されている空間では、省エネの観点から改修と同時に断熱工事を実施

することが望まれる。また、近年のエコスクール整備の視点から、建物や周辺の緑化を図ることにより、

周辺環境との調和や環境負荷の低減に配慮することも重要である。 

以下、改修計画における、各環境性能の向上に係る検討課題を提示する。 

（１）温熱環境 

① 断熱対策 

 屋上、外壁（特に妻側、北側）の断熱性能の強化 

 開口部の気密性、保温性の強化 

② 日射対策 

 南面にルーバー、庇、ブラインド等の設置 
 冬期の日照の有効利用 
 建物周辺の植樹による夏期の日射防止 
 屋上緑化による日射熱の軽減 

③ 通風対策 

 通風経路の計画的確保 
 吹抜け、天窓など通風開口部の工夫 
 通風を阻害しないような耐震補強計画 

 
（２）空気環境 

① 換気対策 

 各室の義務換気量の確保 

 各室の必要換気量の確保 

 冷暖房に対する熱交換機能付き換気の配慮 
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（３）音環境 

① 騒音対策 

 床材、建具からの騒音発生の防止 

 音の反響を防ぐための吸音材の採用 

 窓の気密性向上による騒音侵入の防止 

② 遮音対策 

 境界壁、間仕切り等の遮音 

 床の衝撃音の防止 

 
（４）光環境 

① 採光対策 

 建築基準法に定める採光面積の確保 

 北側採光、間仕切り採光の有効利用 

 採光を阻害しないような耐震補強計画 

② 日照対策 

 直射光のグレア防止 

 南窓面の鉄骨ブレース補強に伴う輝度分布の適正化 

 
（５）水環境 

①水管理 

 飲料に適した水質の確保 

 節水型給水方式の採用 

 非常用水と非常用排水槽の確保 

 

4-3 設備計画面の留意事項 

改修計画においては、一般的に既存の設備機器、配管等は、設置後20年前後を経過している場合は

原則として更新が望ましい。また、地震による設備機器や各種配管、ダクト、高置水槽等の落下、転倒

防止のための耐震補強対策も重要である。 

冷暖房設備の更新・設置に関しては、設置後のランニングコスト等も十分検討しつつ、冷暖房の方式

と適用範囲の考え方を明確にしておくことが重要である。 

なお、国庫補助制度があるものについては、必要に応じてその内容との関連を考慮しながら計画を策

定する。 

以下、設備改修計画の留意事項を提示する。 

（１）給水設備 

 敷地内の給水設備（水槽、配管、ポンプ等）の老朽化調査を行い接続使用の可否を判断する。 

 給水方式は、受水槽からポンプ直送方式で供給することを前提とし、高置水槽方式を採用する場合

には、休業時の水質保全について考慮する。 

 給水管は、点検・補修などの維持管理の容易な空間に敷設する。水槽は定期清掃が容易なものを選

定する。 

 給水管は、耐食性のある材質を選定する。 
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 受水槽の選定に当たっては、災害時の非常用水として使用できるものを選定する。 

 

（２）排水設備 

 排水管を改修する場合、同一系統の排水管は全て更新するか、別系統で屋外桝まで排水できるよう

に配管することが望ましい。 

 排水管は点検、補修、清掃などの維持管理の容易な空間に敷設する。 

 トイレの床排水はメンテナンスの面から排水設備は設けず、床仕上げを乾式工法とすることが

望ましい。 

 

（３）暖房設備 

 ＦＦ暖房機器は、教室内の温度分布に留意して、能力、機種を選定する。 

 冷房も行う場合は、ヒートポンプ方式の空調機を基本として計画する。 

 

（４）冷房設備 

 窓を閉め切った状態で使用する特別教室、職員室、保健室等の管理諸室、地域開放する諸室につい

ては必要に応じて冷房設備の整備を検討する。 

 最上階や西日の影響を受ける教室等は、冷房設備の設置を含め夏期の暑さ対策を検討する。 

 将来、冷房設備を設置することが予定される教室では、屋外、ベランダ、屋上などに屋外機の設置

スペース、配管等のルートを確保しておく。 

 屋上に屋外機設置空間を設ける場合には、屋上の補強を検討する。 

 ヒートポンプ方式の冷房設備を採用する場合は、暖房能力も有しているため、既存暖房専用機器は

不要とする。 

 
（５）換気設備 

 建築基準法で定める各室の義務換気量を確保する。 

 冷暖房設備を導入した教室には必要換気量を確保できる換気設備を計画する。 

 冷暖房を行う教室では、省エネルギー対策として熱交換型換気扇の採用が望ましい。 

 フィルター、熱交換エレメント等の交換が必要な場合は、その交換に支障のない位置に換気扇を設

置する。 

 
（６）電気設備 

 既存系統の電気容量を確認し、不足する場合は新たに電力供給設備の改修を計画する。 

 各地域の電気料金制度や電力会社の供給約款等を調査し、有利な冷暖房などのシステムを選定する

ことが望ましい。 

 電源用コンセント、情報用コンセントは、室・スペースの利用形態を考慮して適正に配置する。 

 地域開放の対象となる室に関しては、系統を分離するなどの配慮が必要である。 

 
（７）照明設備 

 インバータ高効率器具、センサ機能付加器具などの省電力型照明設備を設置することが望ましい。 

 耐震壁の設置などにより、部分的に暗い部分が発生することが予想される場合には照度の局所的増

強について検討する。 
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 地域開放の対象となる室に関しては、系統を分離するなどの配慮が必要である。 

4-4 非構造部材等の検討 

非構造部材等の耐震性の検討においては、地震発生時の児童生徒の安全性の確保を第一の目

的とし、落下等による直接的な危害の防止及び避難路妨害等の二次災害防止の観点から、各室、

廊下等について、家具等の備品も含め非構造部材等を点検し、改善計画を策定し、全体の改修

計画の中に位置付け、実施することが大切である。 

 

（１）目標耐震性能と点検事項 

  ①建築非構造部材 

目標性能 回避すべき事項 影 響 想定被害の例 点検事項の例 

直接的な 

危害の防止

 

・落下 

 

・人身の被害

 

・破損・脱落 

 

 

安全性確保 

二次災害の

防止 

 

・避難路妨害 

 

・通行阻害 

・脱落材散乱 

・扉開閉不能 

・床・階段乱れ 

 

 

   機能性確保 

 

 

・居住機能の損失

 

・居住性阻害

 

・防耐火性 

 

・扉開閉不能 

・水密性低下 

・遮断性低下 

【部位】 

・天井（含：梁底、階段裏）

・壁（含：梁型、開口部）

・床（含：階段） 

【点検内容】 

・部位の形状 

・使用材料 

・工法（取付） 

・構法 

・納まり 

・クリアランス 

・部材損傷 

 

  ②電気設備（照明器具等） 

目標性能 回避すべき事項 影 響 想定被害の例 点検事項の例 

直接的な 

危害の防止

・落下 ・人身の被害 ・破損・脱落  

安全性確保 

二次災害の

防止 

・避難路妨害 ・通行阻害 ・脱落・破損 

機能性確保（夜間） ・点灯不能 ・通行不自由 ・断線 

・ランプ脱落 

【部位】 

・天井・側壁・床 

【点検内容】 

・取付、部材破損 
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  ③機械設備 

目標性能 回避すべき事項 影 響 想定被害の例 点検事項の例 

直接的な 

危害の防止 

・設備機器等の落下

転倒、移動 

 

・人身の被害

・天井より機材の落

下、脱落 

・機器の移動 

 

 

 

 

安全性確保 

 

 

二次災害の 

防止 

・避難路妨害 

・設備機器等の落下

に伴う水損 

・油、ガス等からの

出火 

・出火に伴う火災、

煙 

・通行阻害 

・人身の被害

・水損 

・火災発生 

・爆発等発生

・煙の発生 

・機材の落下、脱落 

・機器の転倒、破損

等 

・油、ガスの漏れ 

・水の流出 

・煙の発生 

・火災の発生 

機能性確保 ・防災設備の機能停

止(消火、排煙等) 
・地震後のライフラ

インの停止（水、

エネルギー、情報

等） 

・二次災害の

 拡大 

・ライフライ

 ンの途絶 

・出火の拡大 

・水損の被害 

・煙による被害 

・ライフラインの途

絶 

・設備機器の固定支持材

（ストッパー、ボルト）

・固定基礎（ボルト等）

・機材の支持材、振止め

・架台の支持材 

・屋上の機器 

 本体強度 

・煙突本体及び補強材

 

 ※ 平成１４年３月 文部科学省委託研究「学校施設の非構造部材等の耐震点検に関する調査研究」報告

書（社団法人日本建築学会、文教施設委員会、文教施設の耐震性能等に関する調査研究小委員会）か

ら抜粋 
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５．工事実施面の検討 

 

5-1 工事実施面における基本的考え方 

一般的に、学校施設の改修工事は、学校が長期休業となる夏休み期間等を主に、限られた期間内での

実施を求められることが多く、工事を円滑かつ確実に実施できるよう、計画段階から工法や工期を十分

に検討することが大切である。 
そのため、計画の初期の段階から、行政側と学校、地域関係者に加えて、設計や工事等の技術面に精

通した関係者による委員会を構成して進めることが望ましい。また、児童生徒等が学校施設を教育活動

に使用している状況下での工事となる場合は、児童生徒等の安全の確保及び振動･騒音による教育活動

への影響の抑制等に配慮する必要がある。 
さらに、工事の実施にあたっては、学校教職員や保護者、近隣地域住民に対し必要な情報を提供し、

理解を得るとともに、トラブルが生じたときに即応できる体制を整えておくことが重要である。 
 

5-2 個別の検討事項 

（１）教育活動への対応 

① 工事用の資材置き場、車両通路などの工事用エリアの確保に伴う教育活動に使えなくなるエリアは

極力小さくする。 
 現場作業、資材保管場所を小さくする工事計画、工法の検討 

 使用していない屋上など、資材保管場所としての活用を検討 

 工事用車両通路を短くする車両出入り口の検討 

② 騒音や振動による教育活動への影響を極力抑える。 

 低騒音、低振動工法の工夫及び選択 

 騒音、振動を伴う工事を学校休業中に施工する工程計画の策定 

（騒音、振動を伴う工事を夏休み期間に行う工程計画） 

③ 工期を極力短くし、教育活動への制約や影響を極力抑える。 

 現場作業や養生期間を短くする工法の採用（プレハブ化工法、乾式工法等） 

 解体工事、架設工事、切り回し工事の手順や各工事の同時進行等、効率的な工程計画の策定 

 夏休み等長期休業時を主体とした工事工程計画 

④ 一時的にグラウンド等を工事で利用することは極力避け、やむを得ない場合は学校側と事前に十分

調整する。 

 児童生徒がいない時間帯や時期となるような工夫 

 教育活動に支障を生じないような事前調整 

⑤ 工事関係者と学校側との連絡を密にし、教育活動への影響を極力抑える。 

 関係者からなる建設委員会を組織し、定期的な連絡会等による連絡調整 

⑥ 学校行事等の開催への影響を少なくする。 

 運動会や文化祭など、全校の児童生徒が関係し、事前の準備や練習に時間を要する行事が中止に

なるような、大幅な制限を生じないような工事期間や工事手順の策定 

⑦ 設備の引き込み、切り回しなどによる停電や断水の影響を少なくする。 

 停電や断水を学校休業中に施工する工程計画の策定 

⑧ 工事用仮囲いや養生シートなどにより、工事中に使用する学校施設の内部環境悪化を極力抑える。 
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 使用する既存校舎部分への通風、採光を配慮した仮設計画 

 

（２）児童生徒の安全確保 

① 工事エリアと児童生徒の生活エリアの区分けを明確に行う。 

 ロープや車止めではなく、児童生徒が容易に進入できないような仮囲いによる仮設計画 

② 立ち入り禁止区域や注意区域を明確にする。 

 児童生徒に解りやすく、見やすい表示とサイン計画 

③ 工事関係者と学校側との連絡を密にし、危険作業の日時や区域を調整する。 

 関係者からなる建設委員会を組織し、定期的な連絡会による連絡調整 

④ 工事用車両の出入り時間を児童生徒の登下校時間と重ならないようにする。 

 学校側と工事関係者間の調整 

⑤ 工事中の学校施設利用の安全性と、スムーズな教室移動を確保する。 

 必要に応じて児童生徒の仮設通路の設置 

 工事エリアと児童生徒利用エリアが近接、交錯するような場合には、トンネルや高架橋を検討 

⑥ シックハウス問題等、児童生徒に影響のない材料や工法を選定する。 

⑦ 工事関係者を装った不審者が学校に侵入できないようなチェック体制を整備する。 

 

（３）環境への配慮 

① 二酸化炭素や窒素化合物の排出量を少なく抑えるように配慮する。 

 現場重機の利用を少なくする工法の採用 

 使い捨てでなく、再利用可能な仮設計画や材料の選択 

② 環境への負荷を極力抑えるような、材料や工法に配慮する。 

 埃や粉塵を発生させないような工法や養生の検討 

 臭気を発生させないような工法や養生の検討 

 有機溶剤やアルコール類を用いない材料、工法の選択 

③ 産業廃棄物や場外処理を必要とするような仮設材、解体材を発生させないように配慮する 

 仮設材を少なくする工法計画や工事計画 

 掘削土を少なくする工法計画や工事計画 

 

（４）法的対応 

① 改修工事範囲のうち一部を工事期間中に「仮使用」扱いする場合は十分注意する。 

 計画時に行政側と十分に打ち合わせをし、必要に応じて仮設の階段や通路の設置を検討する。 
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第２章 耐震改修計画のモデルケース 

 

本章では、第１章で提示したチェックポイントに基づき、具体的な既存校舎モデルとして２パターン（Ａ､

Bプラン）の質的改善を伴う耐震改修計画（計画、構造、設備、コスト及び工程管理等）の策定例を提示す

る。 
○Ａプラン 特別教室を有する校舎における全面的な質的整備を行う改修計画 

 
○Ｂプラン 一般的な規模の校舎における基本的な質的整備を行う改修計画 

※Ａプランに比べ、耐震補強コストをやや低く抑え、また、主に夏休み期間を活用した単年

度工事も可能な改修計画としている。 
モデルプラン概要 

 Aプラン Bプラン 

種  別 小学校（建築後概ね35年を想定） 

構造・階 鉄筋コンクリート造４階建て 鉄筋コンクリート造３階建て 

延べ床面積 約 5,100㎡ 約 3,250㎡ 

ス パ ン 
4ｍ×20スパン＋4.5ｍ×4スパン

（全長98ｍ） 
4ｍ×20スパン 
（全長80ｍ） 

既存校舎 
２・３階共に普通教室が12室 
４階に普通教室が２室 

２・３階共に普通教室が10室 普通 
教室数 

改修後校舎 1学年2学級、全校12＋1学級（特殊学級） 
特別教室 有 無 

 

なお、いずれのプランも、現在の学校施設に求められるニーズに対応するため、既存の壁を撤去して新し

い空間を創出するなど、比較的規模の大きな改修内容となっている。 

主な工事内容は 
○ 耐震補強工事 
○ 建築・設備改修工事（老朽改善、質的改善関連含む） 

である｡ 
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Ⅰ．既存校舎モデル Ａプラン 

 

１．改修計画 

 

1-1 モデル校舎の現状規模等（P38～42改修平面図参照） 

 種別：小学校 

 構造・規模等：鉄筋コンクリート造（ＲＣ）地上4階建て（建築後概ね35年程度） 

延べ床面積 約5,100㎡ 

桁行方向：4ｍ×20スパン＋4.5ｍ×4スパン（全長98ｍ） 

12教室分の開口長さをもつ片廊下型校舎 

［普通教室 桁行8.0ｍ（2スパン）×張間8.0ｍ（1スパン）］ 

 フロア構成：  1階   ＝昇降口、管理諸室、特殊学級スペース 

2・3階＝共に普通教室が１２室 

       4階   ＝音楽、理科、家庭科、図工、図書の各特別教室と普通教室が2室 

廊下北側には階段（3ヵ所）、便所（2ヵ所（うち1ヵ所は3階まで））等が設け

られている。 

 

1-2 整備目標 

上記、モデル校舎について、児童数が減少して余裕教室のある小学校の質的改善を伴う耐震改修計画

を策定する。 

改修後の学校全体としての規模は、1学年2学級、全校12＋1学級（特殊学級）とする。 

整備内容は以下の通りである。 

 

（１）計画面 

① 学習環境の改善 

 普通教室に隣接して、オープン型の多目的スペース持つ教室群の構成とする。 

 多目的スペースは、学年ごとに普通教室と一体型スペースとし、多様な学習コーナーを設

定できるような広さを確保する。 

 特別教室については、既存のものは現状の配置のままとし、また、余裕教室を利用して新

たにコンピュータ教室及び教育相談室を整備する。なお、地域開放用玄関やバリアフリー

を兼ねたエレベータを、特別教室部分の開放時に利用しやすい位置へ設置する。 

② 生活環境の改善 

 地域開放施設としても活用できるランチルームを設置する。 

 職員室のオフィスとしての機能充実と共に、教職員の生活スペースを充実させる。 

③ 防犯対策の向上 

 昇降口は、外部からの来訪者を確認できるように、事務室・職員室側の 1 ヶ所にまとめる。 
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（２）構造面 

既存校舎（このモデルではＩｓ値*2＝0.4～0.5 程度を想定）について、Ｉｓ値が 0.7 を超

えるように耐震補強を行う。また、ＣＴＵ・ＳＤ値*3 は 0.45 程度を目標として耐震補強を行う。 
① 桁行方向 

 南面Y1通りの補強部材は、採光･通風を考慮して枠付き鉄骨ブレースを配置する。 

 北側ではY4通り階段、便所に補強部材を配置することも考えられるが、そのような補強は建物

全体に対する耐震的な寄与が少ないことから、廊下北側Y3通りに開口付き鉄筋コンクリート造増

設壁を建物全体の強度・剛性のバランスを考慮して配置する｡ 

 

② 張間方向 

 張間方向は各階の耐震壁を大幅に撤去しているため、一部の既存部材の補強が必要となる｡ 

 1階のY1、Y2通りX4柱及びY2通りX14柱は、4階に壁が配置されていることから付加軸力を

考慮して鉄板巻き補強とする｡ 

 1階のY1通りX14柱は、Y1通りX13、X14間に枠付き鉄骨ブレースを配置していることから補

強していない｡ 

 1階のY1、Y2間X15通りには２･3既存壁を一部残すため、その付加軸力などを考慮して鉄筋コ

ンクリート造柱を増設する｡ 

（P38～42改修平面図参照） 

 

 
＊2 ＩＳ： 構造耐震指標 

   建物の各階の梁間及び桁行方向それぞれについての耐震性能を表す指標 

   ＩＳ＝Ｅ０・ＳＤ・Ｔで算定し、数値が大きいほど耐震性能が高い。 

ここで Ｅ０：保有性能基本指標（構造計画上の弱点や経年劣化がないとしたときの建物が保有している基本的な耐震

性能を表す指標） 

強度指標Ｃ［建物の保有する強度］と靱性指標Ｆ［部材のねばり強さ］により算定する。 

       ＳＤ：形状指標（建物の形状を考慮してＥ０を修正する指標） 

       Ｔ ：経年指標（建物の経年変化によりＥ０を修正する指標） 

 

＊3 ＣＴＵ・ＳＤ： ＩＳによる構造体の耐震安全性の判定では、建物の終局限界おける累積強度指標ＣＴＵと形状指標ＳＤの積

が次式を満たすことを条件としている。 

         ＣＴＵ・ＳＤ≧0.3・Ｚ・Ｇ・Ｕ 

         ここで  Ｚ：地域指標、Ｇ：地盤指標、Ｕ：用途指標 

         これは建設省告示・第2089号（平成7年12月25日）に定める「各階の保有水平耐力に係わる係数q」

が1.0以上となる条件と整合する。 
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（３）設備面 

① 給水設備 

 各階各室への給水管は全面更新することとし、床下ピット、既存ＰＳを経由し、又は屋外露出に

より配管を計画する。 

② 排水設備 

 便所、水飲み場等の排水管は全面更新することとし、既存ＰＳを経由、又は屋外露出により配管

を計画する。 

③ 衛生設備 

 便所などは、従来の床排水による湿式工法から乾式工法に変更するとともに、原則全ての衛生器

具を更新する。 

④ 冷暖房設備 

 普通教室は、集中配管方式によるＦＦ型石油暖房機を標準として計画する。管理諸室や地域開放

する諸施設、特別教室などについては、ヒートポンプ型の天井カセット式又は天吊式又は床置き式

空調機を設置する。 

⑤ 換気設備 

 教室等の一般換気は、廊下側建具ガラリを給気口として、窓側の欄間面に設置する換気扇により

換気する。 

 便所は天井内に埋め込んだ天井換気扇とする。 

⑥ 照明設備 

 教室の照度は、机上で500～700Ｌｘの明るさを確保できるように設定する。 

 採光が十分でないゾーン、あるいは耐震補強により採光が少なくなる場合には、適宜、照明器具

を増やして計画する。 

⑦ その他の設備 

 上記のほか、消防設備、自火報設備、コンセント設備、放送設備、校内ＬＡＮなどの情報設備等

の改修・更新が想定される。（なお、本改修モデルの検討においては対象外としている。） 

 

1-3 課題および留意事項 

（１）計画面 

校舎は児童生徒の主要な生活空間であることから、美観や日常生活上の児童生徒の安全、使い勝

手にも配慮したデザインを考える必要がある。 

耐震補強のための桁行方向の鉄骨フレームについては、窓の外部に設置した場合は、外壁の汚れ

の誘発、フレーム自身の耐候性や児童生徒の安全面などに配慮し、本改修モデルでは、原則的に部

屋内側に補強フレームを設置している。なお、補強フレームの設置の仕方については、計画面の要

請に加え、工期・コストなどの要件を加味し、総合的に判断することが大切である。 

 

（２）構造面 

耐震補強部材は、校舎の使い勝手を考慮・工夫しつつ平面的・断面的にバランスよく配置するこ

とが大切である｡また、補強部材としては、一般的には鉄筋コンクリート造増設壁、鉄骨造ブレー

ス、柱の鋼板巻き立てなどがあり、適材適所に使用する必要がある｡ 

本改修モデルでは、校舎南面には通風･採光を考慮して鉄骨造ブレース、北側廊下面にはコスト・
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剛性を考慮して鉄筋コンクリート造増設壁を配置している。また、上階からの付加軸力を受ける箇

所には鉄筋コンクリート柱を増設している｡ 

教室の壁を撤去する場合には、原設計図の情報のみではなく、梁をはつるなどして配筋状況を調

査して長期荷重などに対する安全性を確認しておくことが大切である｡ 

 

（３）設備面 

①換気・通風関係 

 各教室と廊下との間の間仕切には、通風・換気のためのガラリあるいは通気口を設ける。また、

北側外壁からは、外部の新鮮空気が廊下に供給されるように配慮する。 

②冷暖房関係 

 ＦＦ型石油暖房機は、教室内の温度分布にムラが生じることがあり、設置位置や温風の吹出す

方向などに注意する。 

 天井に空調機器を設置する場合には、有効天井高さの確認、ドレン排水管設置にかかる配慮な

どが必要である。 

 4階の特別教室の空調用屋外機は、屋上に設置することとしているために、屋上スラブに開口

を開けハト小屋を設置する必要がある。また１階の管理諸室の空調については、建物の外構部分

に屋外機を設置することとしており、安全柵の設置等を考慮する。なお、省エネルギーの観点か

ら、屋外機周辺の通風を確保するとともに、日陰になるような配慮が有効である。 

 暖房用オイルタンクは校舎の安全な場所を定めて設置する。また屋上に設置するサービスタン

ク周辺は隔離するなど、児童生徒の安全への配慮が必要である。 

③配管関係 

 配管類については、天井などの改修ができる場合には入れ替え更新が可能であるが、そうでな

い場合には露出工法などを選定し、既存配管を埋め殺すことも考慮する必要がある。また給水系

統については、漏水時の対策を考慮して、系統別にバルブを設置することが望ましい。 

④便所関係 

 便所の衛生設備等については、和風便器を洋風便器に変更することや、身障者用のトイレの新

設、節水などのための自動洗浄装置の設置などにも配慮することが望ましい。 
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２．コスト 

 

2-1 概算工事費の算定 

ここでは、本改修モデルによる工事の概算金額を算定する。 
各室の仕上げ及び設備機器は、現在の学校施設の改修工事における、一般的な標準仕様としている｡

（改修仕上げ表をP43～47に、各設備リストをP62～68に示す。） 

概算工事費の算定にあたっては、建築工事については、各部位の改修面積を概算し、施工単価は主

に「建築施工単価」（財・経済調査会）2005年春版及び「積算ポケット手帳」（㈱建築資料研究社）

2005年前期編を参考にして算出した。 
また、設備工事については、工事数量を概算し、主に、歩掛りを「国土交通省建築工事積算基準」

（公共建築協会）、施工単価を「建設物価」（(財)建設物価調査会）を参考にして算出しており、い

ずれも全国的に見たときの平均的な工事費である。 

主な工事種別の延べ床面積当たりの概算工事費は次の通りである｡ 
なお、金額・単価には消費税を含まない。 

 
（１）本改修モデルによる概算工事費 

Ａ．建築工事 

                                          （延床面積：5,100㎡） 

直接工事費    金  額 （円） 

１ 解体撤去工事※ 一式 37,000,000 

２ 改修工事 〃 160,000,000 

３ 耐震補強工事 〃 69,000,000 

計  266,000,000 

共通費   

１ 共通仮設費 一式 10,400,000 

２ 現場管理費 〃 19,600,000 

３ 一般管理費 〃 28,000,000 

計  58,000,000 

合  計  324,000,000 
    ※解体撤去工事費には運搬・処分費を含む。 
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Ｂ．設備工事 

                                   （延床面積：5,100㎡） 

直接工事費    金  額 （円） 

１． 衛生設備工事 一式 31,575,000 

２． 給水設備工事 〃 7,103,800 

３． 排水設備工事 〃 9,880,000 

４． 冷暖房設備工事 〃 36,115,000 

５． 暖房設備工事 〃 13,715,000 

６． 換気設備工事 〃 7,050,000 

７． 照明設備工事 〃 11,811,000 

８． 耐震改修に伴う付帯工事 〃 1,500,000 

計  118,749,800 

共通費   

Ⅰ． 諸経費 一式 17,850,200 

計  17,850,200 

合  計  136,600,000 
※８は耐震補強に伴うコンセントなどの電気設備の移設工事費 

※1.2.3.6.7.は撤去処分費を含む。 

 

Ｃ．総工事費 

                                          （延床面積：5,100㎡） 

種   目    金  額 （円） 

１ 建築工事 一式 324,000,000 

２ 設備工事 〃 136,600,000 

合  計  460,600,000 
 

（２）延べ床面積当たりの概算工事費 

Ａ．建築工事                  （延べ床面積：5,100 ㎡） 

○直接工事費                （単位：円／㎡） 

1. 解体撤去工事（処分費含む）     7,300 

2. 改修工事                31,400 

3. 耐震改修工事             13,500    

 ○共通費 

1. 共通仮設費               2,000 

2. 現場管理費                3,800 

3. 一般管理費                5,500 

計             63,500 
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Ｂ．設備工事 

○直接工事費（1.2.3.6.7は既存設備撤去・処分費含む） （単位：円／㎡） 

1. 衛生設備工事          6,200 

2. 給水設備工事          1,400 

3．排水設備工事          1,900 

4. 冷暖房設備工事         7,100 

5. 暖房設備工事          2,700 

6. 換気設備工事          1,400 

7. 照明設備工事          2,300 

8. 耐震改修に伴う付帯設備工事     300 

○共通費 

1. 諸経費             3,500   

  計               26,800 

 
 （３）各種工事単価 

              ①撤去工事単価                （施工面積・箇所当たり） 

床 1,700 円／㎡ 

壁 1,000 円／㎡ 

内部仕上材 

天井 1,800 円／㎡ 

ＲＣ躯体 壁(t=15) 11,000 円／㎡ 

アルミサッシ 5,700 円／㎡ 

木製ドア 980 円／㎡ 

廊下間仕切り 3,000 円／㎡ 

建具 

 

トイレブース 2,000 円／㎡ 

衛生器具 便器など 3,500 円／㎡ 

水飲み・手洗い 3.5Lｘ0.5D 50,000 円／箇 

小型運搬昇降機 1.0ｘ1.0 200,000 円／台 

 

       ②耐震補強工事単価 

鉄筋コンクリート増設壁 84,000 見付け面積（㎡） 

枠付き鉄骨ブレース増設壁 260,000 見付け面積（㎡） 

ＲＣ柱鋼板巻き立て補強 640,000 一箇所 

鉄筋コンクリート柱増設 2,000,000 一箇所 
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           ③内部仕上工事単価                      （施工面積当たり：円／㎡） 

 昇降口 給湯室 職員室 会議室 校長室 放送室 

床 10,000 2,500 10,000 4,000 10,000 9,000

壁 2,000 2,000 2,000 3,000 6,000 7,000

天井 2,500 2,500 4,500 4,500 4,500 4,500

 ﾗﾝﾁﾙｰﾑ 普通教室 多目的ｽﾍﾟｰｽ 音楽室 理科室 家庭科室 

床 10,000 10,000 10,000 9,000 4,000 4,000

壁 3,000 2,000 2,000 7,000 2,000 2,000

天井 4,500 2,500 4,500 4,500 4,500 4,500

 図工室 図書室 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室 準備室 便 所 廊 下 

床 10,000 4,000 9,000 10,000 4,000 2,500

壁 2,000 2,000 3,000 2,000 8,200 2,500

天井 4,500 4,500 4,500 2,500 8,000 2,500

 階 段      

床 5,400  

壁 2,100  

天井 2,500  

※なお、新設間仕切り壁（軽鉄下地石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(ｱ)9.5+12.5）の場合は、上表の壁単価に2,500円／㎡を加算する。 

（参考） 
内部仕上げ工事単価の算出内訳（刊行物による単価より）        （円／㎡） 

○普通教室 床：下地モルタル塗り(ｱ)30    2,740    

ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ(ｱ)15 ﾅﾗ    5,370   9,230 ⇒ 10,000 

ポリウレタン塗装      1,120 

                          壁：素地こしらえ           400 

巾木               660    1,760 ⇒  2,000 

ＥＰ塗り            700 

                          天井：軽量鉄骨天井下地         930 

化粧石膏ボード(ｱ)9.5    1,000    2,245 ⇒ 2,500 

塩ビ廻り縁          315 

※多目的スペース等の天井は化粧岩綿吸音板としている。 
      

           ④建具工事単価        （円／㎡） 

アルミサッシ 23,000

軽量鋼製ドア 55,000

ｱﾙﾐﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ 25,000

木製ドア 18,000

トイレブース 25,000
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      ⑤外部仕上工事単価      （円／㎡）      

屋上防水 5,600

屋上緑化 12,000

外壁・庇塗装 2,500

庇天井裏塗装 2,000

サッシ部清掃 500

 

（参考） 
○地域開放用エレベータ設置概算工事費 

・ マシンルームレスエレベーター 

・ 11人乗、4階、45m/S、地震管制、停電時自動着床、車いす仕様 

1.エレベータ本体工事費 （１基） 8,000,000 

2.昇降路建築工事費   （１式） 6,000,000 

3.遮煙ドア工事費    （１式） 1,800,000 

4.諸官公署手続費    （１式） 1,000,000  

 
2-2 工事費算出における留意事項 

（１）設計図書と現場との相違 

改修設計図は、原設計図及び現場調査に基づいて作成されるが、設計時の現場調査は、外観調査が

主であるため、施工段階において、例えば次のような改修設計図とは異なる状況が確認される場合が

ある｡ 

 設計図書では一致している基礎梁と２階床梁の芯が、現状では異なっている 

 コンクリートにジャンカや空洞が見られる。 

 設備配管・配線などが設計図通りに敷設されていない。 

 既に部分的な改修が行われており配管経路などが不明である。 

このような場合は、改修設計図書にはない構造補強や「切り回し工事」などが新たに必要になるこ

とがある。さらに、施工中に配線・配管等を切断してしまい、その復旧工事が必要になることもある

など、経費や工期に影響を及ぼす事態も想定される。 
したがって、既存建物の改修工事においては、このようなことが起こり得ることも想定し、基本

的な対応策を検討しておくことも大切である｡ 
 

（２）関連する様々な経費の検討 

本改修モデルの算出工事費には、黒板や造りつけの家具等の造作工事費、工事中の児童生徒の安

全確保や一時使用に関わる連絡通路等の設置費用や設備費用、仮設校舎等の費用、引っ越し費用、家

具・OA機器等の費用は含まれていない。これらの費用は、ケースによって費用の発生しない場合か

ら多額の費用を必要とするものまで多様であり、個々に検討する必要がある。 
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３．工程管理 

 

3-1 工期及び工事上の諸問題 

一般的に、工事は夏休み等の短期間で実施することが多く、工事発注に当たっては、改修規模・工事

内容を考慮して工期について十分検討することが重要である｡ 

改修工事のうち、設備改修は耐震補強とは比較的独立して行なうことが可能である。例えば校舎の耐

震補強を実施している段階で、並行して便所の改修を実施することも可能である。また、耐震補強後の

教室等の仕上げ改修の段階で、その工程内において、設備改修を行うことも可能である。 

また、発注可能な工事業者の施工能力等を勘案し、ＪＶ方式とするなど工事発注方式を十分に検討す

ることも大切である。 

改修工事を行う場合の具体的な留意事項については、「第1章５工事実施面の検討」に示しているが、

工程スケジュールは、施工体制ばかりではなく次のような敷地環境によっても大きく左右される｡ 

 取り付き道路の状況：大型車での資材等の搬入が可能か｡ 

 校庭の状況：資材置き場・駐車場・作業小屋の設置・現場事務所の設置、クレーン車の利用などに

使用可能か｡ 

 近隣の住宅立地の状況：住宅密集度はどの程度か。 

 

3-2 改修モデルにおける工程計画 

（１）改修工事の工程計画のタイプ 

改修工事の工程計画は概ね次のようなタイプが考えられる｡ 

（Ａ）主として夏休み期間に工事を行う。 

【A-1】単年度で実施 
【A-2】複数年度（２年を基本とする。） 

（Ｂ）夏休み期間を超えて工事を行う。（原則として単年度） 

【B-1】仮設校舎を設置する。 
【B-2】仮設校舎を設置しない。（余裕教室等を活用） 

 

改修工事の規模が比較的小規模の場合は、夏休み期間を利用し単年度で実施することも可能である

が【A-1】、本改修モデルのような比較的大規模な改修工事では難しい。 
（Ａ）主として夏休み期間に工事を行う場合、3か年以上かけると契約手続き等の煩雑さや長期に

わたり学校や近隣地域への影響が続くこともあり、できれば２年間程度で完結することが望まし

い。また、複数年に分けて工事を行う場合は、工区を分ける考え方と工事内容（耐震補強と老朽・

機能改善等）を分ける考え方がある。 
（Ｂ）夏休み期間を超えて工事を行う（原則として単年度）場合は、複数年【A-2】に比べ仮設工

事を毎年繰り返す必要がないなどのメリットがある。なお、【B-2】は、仮設校舎を設けず、既存

校舎内で工事区域を順次移行しながら工事を実施するものであり、児童生徒の安全面への配慮等が

必要となる。 
今回の改修例では、全ての耐震補強工事を１期で実施しきれない規模の校舎であるため、工区を分

けて実施する考え方を採っている。 
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以上を踏まえて、具体的に【A-2】と【B-1】の２案について概略の工事工程を検討した結果を以下

に示す｡（工程表をP69～71に示す｡） 

 

（２）工程計画の策定例及び留意点 

     ここでは本改修モデルの各タイプの工程計画策定例と策定上の留意事項を提示する。 

     なお、工事が比較的大規模であるので【A-1】は除く。 

 

【A-2】主として夏休み期間に工事を行う。（２カ年） 

（１年目） 

ａ 工区は、校舎を縦割りとして1年目に全工事量の約５割を実施する｡ 

ｂ 工事期間中の工区内は学校活動の使用は不可とし、児童生徒の出入りは禁止する。(原則、学

校関係者も出入りしない｡) 

ｃ 既存校舎の普通教室は26教室あるが、改修で12教室となる計画である。余裕教室を多く保有

しており、これらを工夫して利用する｡ 

〈夏休み以前〉 

① 着工・諸準備 

 ４月に工事発注を行い、５月初めに着工する｡ 

 ５、６月は準備期間として現場調査、鉄骨ブレース・サッシ図の製作、承認、発注など

現場調査を伴うデスクワークを主に行う｡ 

② 外部足場の設置 

 既存校舎を児童生徒が教育活動に使用している状況の下で、６月の中旬から夏休みが始

まるまでの間の土、日曜日に外部足場を架けることとした｡これは、外壁の補修、塗装を

想定しているためである（仮囲いなどを行い、安全には十分注意する必要がある。） 

 なお、耐震補強部材を配置することのみの工事であれば夏休み期間内で外部足場を架け

ることは可能である｡ 

③ 耐震補強 

 校舎の四方にレッカー車が入れることを前提としている｡ 

 耐震補強ブレースを小割にすることにより建物内部からのブレース架構の設置は可能で

ある｡  

 本改修モデルでは補強ブレースは、柱･梁架構内に配置することを想定しており、腰壁は

撤去することとしている。 

 「外側耐震改修マニュアル」（財・日本建築防災協会）に示されている建物の外側に枠

付き鉄骨ブレースを配置するような工法が採用できれば、腰壁の撤去工事がなくなり、内

部・外部工事を同時進行して行うことができる場合もある｡ 

〈夏休み期間〉（7/20～8/31） 

 工事内容：耐震補強工事、建築・設備改修工事（質的改善関連含む） 

 便所については１年目で全面改修を行う｡ 

 

（２年目） 

ａ 工区は、校舎を縦割りとして１年目の残りの約５割の工事を実施する｡ 

〈夏休み以前〉 
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 １年目工事と同様な作業内容である｡ 

〈夏休み期間〉（7/20～8/31） 

 工事内容：耐震補強工事、建築・設備改修工事（質的改善関連含む） 

 設備工事は便所を除く 

なお、第１工期と第２工期の間には、室内空気汚染物質の蒸散のための暴露期間や、引っ越し

作業の期間、新たに仮使用する部分の対応などが必要である。 

 
【B-1】夏休み期間を超えて工事を行う。（仮設校舎を設置する場合：単年度） 

児童生徒が既存校舎を教育活動に使用している状況下での工事であることから、児童生徒に対

する安全対策を十分講じる必要がある｡なお、本案における主な条件を以下に示す。 

① 仮設校舎が建てられる敷地及び仮設校舎を設置するための経費の確保 

② 工期としては約６ヶ月程度必要。 

 

【B-2】夏休み期間を超えて工事を行う。（仮設校舎を設置しない場合：単年度） 

この案は、普通教室が26教室から改修後12教室に減少することから、仮設校舎を建てずに、

工事期間中、余裕教室を利用し、児童生徒を移動させながら工事を行う案（いわゆる、居ながら

工事）であり、当然のことながら児童生徒に対する十分な安全対策が必要である。 

また、教育活動を行いながらの工事であり、工事中の騒音・振動・塵埃などに配慮し、特に、

工事箇所の順位・工事時間を考慮した工程計画が必要となる。（近隣地域への配慮が必要） 

仮設計画においても、校舎内外において児童生徒・教職員・外来者と工事関係部位との動線を

明確に分離し、工事の状況に応じた、仮囲い・養生・物の移動が必要である。 

設備関係については、改修時に撤去工事が伴うので、給排水・電気・ガスなどの仮設配管・配

線設備が必要となる。 

※改修工程計画のタイプ別の特徴について（P35 一覧表参照） 
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Ⅱ．既存校舎モデル Ｂプラン 

 

１．改修計画 
 
1-1 モデル校舎の現状規模等（P74～77改修平面図参照） 

 種別：小学校 

 構造・規模等：鉄筋コンクリート造（ＲＣ）地上３階建て（建築後概ね35年程度） 

延べ床面積 約3,250㎡ 

桁行方向：4ｍ×20スパン（全長80ｍ） 

10教室分の開口長さをもつ片廊下型校舎 

［普通教室 桁行8.0ｍ（2スパン）×張間8.0ｍ（1スパン）］ 

 フロア構成 ：1階   ＝昇降口、管理諸室、特殊学級スペース 

2・3階＝共に普通教室が１0室・特別活動教室が1室 

     廊下北側には階段（２ヵ所）、便所（2ヵ所）等が設けられている。 

 

1-2 整備目標 

上記モデル校舎について、児童数が減少して余裕教室のある小学校の質的改善を伴う耐震改修計画を

策定する。 

改修後の学校全体としての規模は、1学年2学級、全校12＋1学級（特殊学級）とする。 

整備内容は以下の通りである。 

 

（１）計画面 

① 学習環境の改善 

 普通教室に隣接して、オープン型の多目的スペース持つ教室群の構成とする。 

 多目的スペースは、学年ごとに普通教室と一体型スペースとし、多様な学習コーナーを設

定できるような広さを確保する。 

② 生活環境の改善 

 地域開放の交流の場として、地域交流ホールを設置する。 

 職員室のオフィスとしての機能充実と共に、教職員の生活スペースを充実させる。 

③ 防犯対策の向上 

 昇降口は、外部からの来訪者を確認できるように、事務室・職員室側の 1 ヵ所にまとめる。 

 

（２）構造面 

既存校舎（このモデルではＩｓ値＝0.5～0.6 程度を想定）について、Ｉｓ値が 0.7 を超え

るように耐震補強を行う。また、ＣＴＵ・ＳＤ値は 0.45 程度を目標として耐震補強を行う。 
① 桁行方向 

 南面Y1通りの補強部材は、採光･通風を考慮して枠付き鉄骨ブレースを配置する。 

 北側ではY4通り階段、便所に補強部材を配置することも考えられるが、そのような補強は建物

全体に対する耐震的な寄与が少ないことから、廊下北側Y3通りに開口付き鉄筋コンクリート造増

設壁を建物全体の強度・剛性のバランスを考慮して配置する｡ 
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② 張間方向 

 張間方向は各階の耐震壁を大幅に撤去しているため、一部の既存部材の補強が必要となる｡ 

 1階のY1、Y2通りX7柱は、２階、３階に壁が配置されていることから付加軸力を考慮して鉄板

巻き補強とする｡ 

 1階のY1、Y2間X15通りには２･3既存壁を一部残すため、その付加軸力などを考慮して鉄筋コ

ンクリート造柱を増設する｡ 

（P74～77改修平面図参照） 

 

（３）設備面 

① 給水設備 

 各階各室への給水管は全面更新することとし、床下ピット、既存ＰＳを経由し、又は屋外露出に

より配管を計画する。 

② 排水設備 

 便所、水飲み場等の排水管は全面更新することとし、既存ＰＳを経由、又は屋外露出により配管

を計画する。 

③ 衛生設備 

 便所などは、従来の床排水による湿式工法から乾式工法に変更するとともに、原則全ての衛生器

具を更新する。 

④ 冷暖房設備 

 普通教室は、集中配管方式によるＦＦ型石油暖房機を標準として計画する。管理諸室や地域開放

する諸施設などについては、ヒートポンプ型の天井カセット式又は天吊式又は床置き式空調機を設

置する。 

⑤ 換気設備 

 教室等の一般換気は、廊下側建具ガラリを給気口として、窓側の欄間面に設置する換気扇により

換気する。 

 便所は天井内に埋め込んだ天井換気扇とする。 

⑥ 照明設備 

 教室の照度は、机上で500～700Ｌｘの明るさを確保できるように設定する。 

 採光が十分でないゾーン、あるいは耐震補強により採光が少なくなる場合には、適宜、照明器具

を増やして計画する。 

⑦ その他の設備 

 上記のほか、消防設備、自火報設備、コンセント設備、放送設備、構内ＬＡＮなどの情報設備等

の改修・更新が想定される。（なお、本改修モデルの検討においては対象外としている。） 

 

1-3 課題および留意事項 

（１）計画面 

校舎は児童生徒の主要な生活空間であることから、美観や日常生活上の児童生徒の安全、使い勝

手にも配慮したデザインを考える必要がある。 

耐震補強のための桁行方向の鉄骨フレームについては、窓の外部に設置した場合は、外壁の汚れ

の誘発、フレーム自身の耐候性や児童生徒の安全面などに配慮し、本改修モデルでは、原則的に部

屋内側に補強フレームを設置している。なお、補強フレームの設置の仕方については、計画面の要
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請に加え、工期・コストなどの要件を加味し、総合的に判断することが大切である。 
 

（２）構造面 

耐震補強部材は、校舎の使い勝手を考慮・工夫しつつ平面的・断面的にバランスよく配置するこ

とが大切である｡また、補強部材としては、一般的には鉄筋コンクリート造増設壁、鉄骨造ブレー

ス、柱の鋼板巻き立てなどがあり、適材適所に使用する必要がある｡ 

本改修モデルでは、校舎南面には通風･採光を考慮して鉄骨造ブレース、北側廊下面にはコスト・

剛性を考慮して鉄筋コンクリート造増設壁を配置している。また、上階からの付加軸力を受ける箇

所には鉄筋コンクリート柱を増設している｡ 

教室の壁を撤去する場合には、原設計図の情報のみではなく、梁をはつるなどして配筋状況を調

査して長期荷重などに対する安全性を確認しておくことが大切である｡ 

 

（３）設備面 

①換気・通風関係 

 各教室と廊下との間の間仕切には、通風・換気のためのガラリあるいは通気口を設ける。また、

北側外壁からは、外部の新鮮空気が廊下に供給されるように配慮する。 

②冷暖房関係 

 ＦＦ型石油暖房機は、教室内の温度分布にムラが生じることがあり、設置位置や温風の吹出す

方向などに注意する。 

 天井に空調機器を設置する場合には、有効天井高さの確認、ドレン排水管設置にかかる配慮な

どが必要である。 

 暖房用オイルタンクは校舎の安全な場所を定めて設置する。また屋上に設置するサービスタン

ク周辺は隔離するなど、児童生徒の安全への配慮が必要である。 

③配管関係 

 配管類については、天井などの改修ができる場合には入れ替え更新が可能であるが、そうでな

い場合には露出工法などを選定し、既存配管を埋め殺すことも考慮する必要がある。また給水系

統については、漏水時の対策を考慮して、系統別にバルブを設置することが望ましい。 

④便所関係 

 便所の衛生設備等については、和風便器を洋風便器に変更することや、身障者用のトイレの新

設、節水などのための自動洗浄装置の設置などにも配慮することが望ましい。 
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２．コスト 

 

2-1 概算工事費用の算定 

ここでは、本改修モデルによる工事の概算を算定する。 
各室の仕上げ及び設備機器は、現在の学校施設の改修工事における、一般的な標準仕様としている｡

（改修仕上げ表をP78～81に、各設備リストをP94～98に示す。） 

概算工事費の算定にあたっては、建築工事については、各部位の改修面積を概算し、施工単価は主

に「建築施工単価」（財・経済調査会）2005年春版及び「積算ポケット手帳」（建築資料研究社）2005

年前期編を参考にして算出した。 
また、設備工事については、工事数量を概算し、主に、歩掛りを「国土交通省建築工事積算基準」

（公共建築協会）、施工単価を「建設物価」（（財）建設物価調査会）を参考にして算出しており、

いずれも全国的に見たときの平均的な工事費である。 

主な工事種別の延べ床面積当たりの概算工事費は次の通りである｡ 

    なお、金額には消費税を含まない。 
 
（１）本改修モデルによる概算工事費 

Ａ．建築工事 

                                            （延床面積：3,250㎡） 

直接工事費    金  額 （円） 

１ 解体撤去工事 一式 23,800,000 

２ 改修工事 〃 116,900,000 

３ 耐震補強工事 〃 16,600,000 

計  157,300,000 

共通費   

１ 共通仮設費 一式 5,400,000 

２ 現場管理費 〃 12,700,000 

３ 一般管理費 〃 16,900,000 

計  35,000,000 

合  計  192,300,000 
※解体撤去工事費には運搬・処分費を含む。 
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Ｂ．設備工事 

                                   （延床面積：3,250㎡） 

直接工事費    金  額 （円） 

１． 衛生設備工事 一式 26,000,000 

２． 給水設備工事 〃 6,300,000 

３． 排水設備工事 〃 8,500,000 

４． 冷暖房設備工事 〃 15,800,000 

５． 暖房設備工事 〃 12,800,000 

６． 換気設備工事 〃 5,900,000 

７． 照明設備工事 〃 9,300,000 

８． 耐震改修に伴う付帯工事 〃 500,000 

計  85,100,000 

共通費   

Ⅰ． 諸経費 一式 12,800,000 

計  12,800,000 

合  計  97,900,000 
※8.は耐震補強に伴うコンセントなどの電気設備の移設工事費 

※1.2.3.6.7.は撤去処分費を含む。 

 

Ｃ．総工事費 

                                           （延床面積：3,250㎡） 

種   目    金  額 （円） 

１ 建築工事 一式 192,300,000 

２ 設備工事 〃   97,900,000 

合  計  290,200,000 
        

 
2-2 工事費算出における留意事項 

（１）設計図書と現場との相違 

改修設計図は、原設計図及び現場調査に基づいて作成されるが、設計時の現場調査は、外観調査が

主であるため、施工段階において、例えば次のような改修設計図とは異なる状況が確認される場合が

ある｡ 

 設計図書では一致している基礎梁と2階床梁の芯が、現状では異なっている。 

 コンクリートにジャンカや空洞が見られる。 

 設備配管・配線などが設計図通りに敷設されていない。 

 既に部分的な改修が行われており配管経路などが不明である。 

このような場合は、改修設計図書にはない構造補強や「切り回し工事」などが新たに必要となるこ
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とがある。さらに、施工中に配線・配管等を切断してしまい、その復旧工事が必要になる事もあるな

ど経費や工期に影響を及ぼす事態も想定される。 
したがって、既存建物の改修工事においては、このようなことが起こり得ることも想定し、基本

的な対応策を検討しておくことも大切である｡ 
 

（２）関連する様々な経費の検討 

本改修モデルのうち建築工事では、黒板や造りつけの家具等の造作工事費、工事中の児童生徒の

安全確保や、一時使用に関わる連絡通路等の設置費用や設備費用、仮設校舎等の費用、引っ越し費用、

家具・OA機器等の費用は含まれていない。これらの費用は、ケースによって費用の発生しない場合

から多額の費用を必要とするものまで多様であり、個々に検討する必要がある。 
 

 

３．工程管理 

 

3-1 工期及び工事上の諸問題 

一般的に、工事は夏休み等の短期間で実施することが多く、工事発注に当たっては、改修規模・工事

内容を考慮して工期について十分検討することが重要である｡ 

改修工事のうち、設備改修は耐震補強とは比較的独立して行なうことが可能である。例えば校舎の耐

震補強を実施している段階で、並行して便所の改修を実施することも可能である。また、耐震補強後の

教室等の仕上げ改修の段階で、その工程内において、設備改修を行うことも可能である。 

また、発注可能な工事業者の施工能力等を勘案し、ＪＶ方式とするなど工事発注方式を十分に検討す

ることも大切である。 

改修工事を行う場合の具体的な留意事項については第1章５「工事実施面の検討」に示しているが、

工程スケジュールは、施工体制ばかりではなく次のような敷地環境によっても大きく左右される｡ 

 取り付き道路の状況：資材の搬入（大型車での資材等搬入が可能か｡） 

 校庭の状況：資材置き場・駐車場・作業小屋の設置・現場事務所の設置、クレーン車の利用などに

使用可能か｡ 

 近隣の住宅立地の状況：住宅密集度はどの程度か。 

 

3-2 改修モデルにおける工程計画 

（１）改修工事の工程計画 

この改修計画は、Ａプランに比べ、改修面積（約3,200㎡）、階数（3階）とも改修規模が比較的

小規模で、耐震補強箇所数も少ないため、主に夏休み期間を利用した単年度による実施工程計画を立

案することは可能である。 
なお、改修内容は耐震補強のみならず質的改善を伴う大規模改修工事を全面的に行う工事であるた

め、夏休み期間を利用した工程計画を策定するに当たり、夏休み前に充分な準備期間を確保し、この

期間にできるだけの準備作業（次項参照）を進めておくとともに、全工程における工事作業者の作業

ローテーションの確立を密に行うなどの工夫が必要である。 
（工程表をP99に示す。） 
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（２）工程計画の策定例及び留意点 

     ここでは、主に夏休み期間を利用して単年度で工事を実施する場合の、本改修モデルの工程計画策

定および留意事項を提示する。 

〈夏休み以前〉 

① 着工・諸準備 

 ４月に工事発注を行い、５月初めに着工する｡ 

 ５、６月は準備期間として現場調査、鉄骨ブレース・サッシ図の製作、承認、発注など

現場調査を伴うデスクワークを主に行う｡ 

なお、準備期間内に補強部材の工場製作を行う。 

② 外部足場の設置 

 既存校舎を児童生徒が教育活動に使用している状況の下で、６月の中旬から夏休みが始

まるまでの間の土、日曜日に外部足場を架けることとした｡これは、外壁の補修、塗装を

想定しているためである（仮囲いなどを行い、安全には十分注意する必要がある。） 

③ 耐震補強 

 校舎の四方にレッカー車が入れることを前提としている｡ 

 耐震補強ブレースを小割にすることにより建物内部からのブレース架構の設置は可能で

ある｡  

 本改修では補強ブレースは、柱･梁架構内に配置することを想定しており、腰壁は撤去す

ることとしている。 

 「外側耐震改修マニュアル」（財・日本建築防災協会）に示されている建物の外側に枠

付き鉄骨ブレースを配置するような工法が採用できれば、腰壁の撤去工事がなくなり、内

部・外部工事を同時進行して行うことができる場合もある｡ 

〈夏休み期間〉（7/20～8/30） 

 工事内容：耐震補強工事、建築・設備改修工事（質的改善関連含む） 

 便所全面改修を行う｡ 
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階 室　名 給水 排水 換気 暖房 冷房 照明 ｺﾝｾﾝﾄ ITｺﾝｾ 放送 ＴＶ ﾀﾞﾑｴｰﾀ受信機
配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
倉庫 ○ ○ ○
教育相談室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保健室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
印刷室 ○ ○ ○
給湯室 ○ ○ ○ ○ ○
職員室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
事務室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
用務員室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特・普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
放送室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童会室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ＰＴＡ室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ランチルーム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
職員ラウンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
会議室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
校長室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○ ○ ○
ﾎﾟﾝﾌﾟ室 ○ ○ ○ ○ ○
水呑（Ｃ階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ階段 ○ ○ ○ ○
配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
３年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
３年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
１年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
１年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○
水呑（Ｃ階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ階段 ○ ○
配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
４年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
４年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
５年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
５年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
６年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
６年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○
水呑（Ｃ階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ階段 ○ ○

設備機器配置リスト
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階 室　名 給水 排水 換気 暖房 冷房 照明 ｺﾝｾﾝﾄ ITｺﾝｾ 放送 ＴＶ ﾀﾞﾑｴｰﾀ受信機
音楽室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準備室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準備室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
理科室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準備室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
家庭科室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準備室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
図工室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
図書室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準備室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コンピュータ室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
Ｂ階段 ○ ○
水呑 ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ階段 ○ ○

屋上 屋上緑化 ○ ○ ○ ○

４階

設備機器配置リスト
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房
負

荷
(K

W
)

種
別

暖
房

能
力

×
台

数
冷

房
負

荷
(K

W
)

屋
内

機
種

別
屋

内
機

台
数

冷
房

能
力

(K
W

)暖
房

能
力

(K
W

)
屋

外
機

(K
W

)
電

源
換

気
必

要
換

気
回

数
種

別
仕

様
換

気
回

数
台

数

配
膳

室
1
2

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

1
8
.6

1

４
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
1
2
8

○
3
2
.0

床
置

型
1
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

2

４
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

５
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
1
2
8

○
3
2
.0

床
置

型
1
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

2

５
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

６
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
1
2
8

○
3
2
.0

床
置

型
1
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

2

６
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

廊
下

2
6
5

水
呑

（
Ａ

階
段

）

Ａ
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

Ｂ
階

段

水
呑

（
Ｃ

階
段

）

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

Ｃ
階

段

音
楽

室
1
2
8

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
2
1
.7

6
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

2

準
備

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0C

M
H

7
.0

1

準
備

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

理
科

室
9
6

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
1
6
.3

2
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

4
.7

2

準
備

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0C

M
H

7
.0

1

家
庭

科
室

9
6

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
1
6
.3

2
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

4
.7

2

準
備

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0C

M
H

7
.0

1

図
工

室
9
6

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
1
6
.3

2
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

4
.7

2

図
書

室
1
2
8

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
2
1
.7

6
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

2

準
備

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0C

M
H

7
.0

1

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

室
1
4
5

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
2
4
.6

5
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

3
2
8

3
1
.5

2
9
.0

3
φ

2
0
0
V

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.1

2

Ａ
階

段

Ｂ
階

段

水
呑

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

Ｃ
階

段

４
階

対
　

　
象

①
暖

房
設

備
（
Ｆ

Ｆ
式

石
油

暖
房

機
）

②
冷

暖
房

設
備

（
空

冷
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
エ

ア
コ

ン
・
マ

ル
チ

エ
ア

コ
ン

）
③

換
気

設
備

3
階
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設
備
リ
ス
ト
（
衛
生
設
備
・
電
気
設
備
）

階
部
屋
名

面
積
（
㎡
）
給
排
水

衛
生

器
具

照
明

器
具

台
数

配
膳

室
1
2

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

倉
庫

3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○

教
育

相
談

室
3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

保
健

室
6
4

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

、
ガ
ス
栓

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

印
刷

室
1
6

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○

給
湯

室
1
6

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

、
ガ
ス
栓

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○

職
員
室

9
6

○
流
し
水

栓
、
湯
沸
器

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

9
9

○
○

○
○

○

事
務
室

3
2

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

3
3

○
○

○
○

用
務

員
室

3
2

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

特
・
普

通
教

室
1
2
8

○
流

し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

4
4

放
送
室

3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

児
童

会
室

3
2

○
流

し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

Ｐ
Ｔ
Ａ
室

3
2

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

ラ
ン
チ
ル
ー
ム

1
8
0

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
3
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

職
員
ラ
ウ
ン
ジ

2
7

○
流
し
水
栓

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

会
議
室

5
5

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
3
灯

6
6

○
○

○
○

校
長

室
2
7

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
5
灯

□
型

3
3

○
○

○
○

廊
下

2
1
6

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

1
2

1
2

○
○

水
呑

（
Ａ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

Ａ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

便
所

（
女

）
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

4
4

○
○

便
所

（
男

）
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

4
4

○
○

Ｂ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ室

○
H
F
3
2
W
-
1
灯

1
1

○

水
呑

（
Ｃ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｃ
階

段
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

玄
関

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○

昇
降

口
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○

配
膳

室
1
2

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

３
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

３
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

２
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

２
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

１
階

２
階

放
送

Ｔ
Ｖ

ﾀ
ﾞﾑ
ｴ
ｰ
ﾀ

受
信
機

照
明

設
備

対
　
　
象

ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

IT
ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

衛
生
設

備
Ｈ
Ｆ
３
２

黒
板

Ｆ
Ｌ
２
０

他
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設
備
リ
ス
ト
（
衛
生
設
備
・
電
気
設
備
）

階
部
屋
名

面
積
（
㎡
）
給
排
水

衛
生

器
具

照
明

器
具

台
数

１
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

１
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

廊
下

2
6
5

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

1
6

1
6

○
○

水
呑

（
Ａ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

Ａ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｂ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

水
呑

（
Ｃ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｃ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

配
膳

室
1
2

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

４
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

４
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

５
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

５
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

６
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

多
目

的
ス
ペ
ー
ス

1
2
8

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

６
年

普
通

教
室

6
4

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

廊
下

2
6
5

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

1
6

1
6

○
○

水
呑

（
Ａ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

Ａ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｂ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

水
呑

（
Ｃ
階

段
）

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

便
器

、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｃ
階

段
、
踊

場
○

F
L
2
0
W
-
2
灯

2
2

○

3
階

２
階

対
　
　
象

衛
生

設
備

照
明

設
備

Ｈ
Ｆ
３
２

黒
板

Ｆ
Ｌ
２
０

他
ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

IT
ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

放
送

Ｔ
Ｖ

ﾀ
ﾞﾑ
ｴ
ｰ
ﾀ

受
信

機
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設
備
リ
ス
ト
（
衛
生
設
備
・
電
気
設
備
）

階
部
屋
名

面
積
（
㎡
）
給
排
水

衛
生

器
具

照
明

器
具

台
数

音
楽
室

1
2
8

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

9
9

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

準
備
室

3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

○
○

準
備
室

3
2

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

○
○

理
科
室

9
6

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

9
9

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

準
備
室

3
2

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

○
○

家
庭

科
室

9
6

○
流

し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

9
9

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

準
備
室

3
2

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

○
○

図
工
室

9
6

○
流
し
水

栓
○

H
F
3
2
W
-
2
灯

9
9

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

図
書
室

1
2
8

○
手
洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

1
2

1
2

○
○

○
○

○
黒

板
灯

F
L
4
0
W
-
1
灯

2
2

準
備
室

3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

○
○

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室

1
4
5

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

9
9

○
○

○
○

廊
下

1
9
5

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

1
2

1
2

○
○

Ａ
階

段
、
踊

場
Ｒ
階

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

3
3

○

Ｂ
階

段
、
踊

場
Ｒ
階

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

3
3

○

水
呑

○
流
し
水
栓

○
F
L
2
0
W
-
1
灯

0
0

○

便
所

（
男

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

便
所

（
女

）
、
前

室
1
4

○
便

器
、
手

洗
い
掃

除
流

し
、

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

6
6

○
○

Ｃ
階

段
、
踊

場
Ｒ
階

○
F
L
2
0
W
-
2
灯

3
3

○

４
階

対
　
　
象

衛
生

設
備

照
明

設
備

Ｈ
Ｆ
３
２

黒
板

Ｆ
Ｌ
２
０

他
ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

IT
ｺ
ﾝ
ｾ
ﾝ
ﾄ

放
送

Ｔ
Ｖ

ﾀ
ﾞﾑ
ｴ
ｰ
ﾀ

受
信

機
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廊
下

廊
下

コ
ン
ピ

ュ
ー

タ
コ

ー
ナ

ー

男
子

便
所

多
目

的
ス

ペ
ー

ス

グ
ル
ー

プ
学

習

女
子

便
所

洗
面
台

普
通

教
室

8
,
0
0
0

車
椅
子

用

8
,
0
0
0

車
椅
子

用

普
通

教
室

手
洗 普
通

教
室

学
級
図

書
コ

ー
ナ

ー

洗
面
台

4
,
0
0
0

6,800

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

2,700

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

8,000

8
,
0
0
0

コ
ー
ナ

ー

手
洗

4
,
0
0
0

4
,
0
0
0

普
通

教
室

・
多

目
的

ス
ペ

ー
ス

 
他

 
照

明
設

備
 
計

画
図

8
,
0
0
0

4
,
0
0
0

普
通

教
室

・
多

目
的

ス
ペ

ー
ス

他
　

照
明

設
備

計
画

図

黒
板
灯

Ｈ
Ｆ
３

２
Ｗ

×
１

灯

Ｈ
Ｆ
３

２
Ｗ

×
２

灯

凡
例

Ｆ
Ｌ
２

０
Ｗ

×
２

灯
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階 室　名 給水 排水 換気 暖房 冷房 照明 ｺﾝｾﾝﾄ ITｺﾝｾ 放送 ＴＶ ﾀﾞﾑｴｰﾀ受信機

配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
倉庫 ○ ○ ○
教育相談室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保健室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
印刷室 ○ ○ ○ ○ ○
給湯室 ○ ○ ○ ○ ○
職員室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
事務室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
用務員室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特殊教室・地域交流 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
放送室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
児童会室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ＰＴＡ室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
職員ラウンジ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
会議室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
校長室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○ ○ ○
ﾎﾟﾝﾌﾟ室 ○ ○ ○ ○ ○
水呑（B階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
３年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
３年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
１年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
１年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特別活動教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○
水呑（Ｂ階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
配膳室 ○ ○ ○ ○ ○ ○
４年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
４年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
５年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
５年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
６年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
多目的スペース ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
６年普通教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特別活動教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
廊下 ○ ○ ○
水呑（Ａ階段） ○ ○ ○ ○
Ａ階段 ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ階段 ○ ○
水呑（Ｂ階段） ○ ○ ○ ○
便所（男） ○ ○ ○ ○ ○ ○
便所（女） ○ ○ ○ ○ ○ ○

屋上 屋上緑化 ○ ○ ○ ○

１階

２階

3階

設備機器配置リスト
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設
備

リ
ス

ト
（
冷

暖
房

・
換

気
設

備
）
  
  

  
注

）
①

暖
房

負
荷

は
、

１
㎡

当
た

り
0
.2

5
K
W

と
し

て
算

定
し

た
。

　
　

　
②

冷
房

負
荷

は
、

１
㎡

当
た

り
0
.1

7
K
W

と
し

て
算

定
し

た
。

　
　

　
③

教
室

の
換

気
回

数
は

、
文

部
科

学
省

「
学

校
環

境
衛

生
の

基
準

」
に

よ
り

2
.2

回
以

上
と

し
た

。

階
部

屋
名

面
積

（
㎡

）
暖

房
負

荷
(K

W
)

種
別

暖
房

能
力

×
台

数
冷

房
負

荷
(K

W
)

屋
内

機
種

別
屋

内
機

台
数

冷
房

能
力

(K
W

)
暖

房
能

力
(K

W
)

屋
外

機
(K

W
)

電
源

換
気

必
要

換
気

回
数

種
別

仕
様

換
気

回
数

台
数

配
膳

室
1
2

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

1
8
.6

1

倉
庫

3
2

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

教
育

相
談

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

保
健

室
6
4

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
1
0
.8

8
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

1
1
2
.5

1
4

1
4
.5

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

2

印
刷

室
1
6

○
-

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
4
.0

1

給
湯

室
1
6

○
-

壁
付

扇
(フ

ー
ド

設
置

）
2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

1
4
.0

1

職
員

室
9
6

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
1
6
.3

2
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

2
2
2
.4

2
5

2
3
.2

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

4
.7

2

事
務

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

用
務

員
室

3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

特
殊

教
室

・
地

域
交

流
1
2
8

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
2
1
.7

6
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

3
2
8

3
1
.5

2
9
.0

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

5
.2

3

放
送

室
3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

児
童

会
室

3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

Ｐ
Ｔ

Ａ
室

3
2

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
5
.4

4
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

7
.0

1

職
員

ラ
ウ

ン
ジ

2
7

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
4
.5

9
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

8
.3

1

会
議

室
5
5

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
9
.3

5
天

井
ｶ
ｾ

ｯ
ﾄ

1
1
2
.5

1
4

1
4
.5

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

4
.1

1

校
長

室
2
7

○
右

記
ﾋ
ｰ

ﾄﾎ
ﾟﾝ

ﾌ
ﾟに

よ
る

○
4
.5

9
天

吊
型

1
5
.6

6
.3

7
.3

3
φ

2
0
0
V

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

8
.3

1

廊
下

水
呑

（
Ａ

階
段

）

Ａ
階

段

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

水
呑

（
B

階
段

）

B
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

配
膳

室
1
2

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

1
8
.6

1

３
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

３
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

２
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

２
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

１
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

１
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

特
別

活
動

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

廊
下

水
呑

（
Ａ

階
段

）

Ａ
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

水
呑

（
B

階
段

）

B
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

②
冷

暖
房

設
備

（
空

冷
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
エ

ア
コ

ン
・
マ

ル
チ

エ
ア

コ
ン

）
①

暖
房

設
備

（
Ｆ

Ｆ
式

石
油

暖
房

機
）

③
換

気
設

備
対

　
　

象

１
階

２
階
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設
備

リ
ス

ト
（
冷

暖
房

・
換

気
設

備
）
  
  

  
注

）
①

暖
房

負
荷

は
、

１
㎡

当
た

り
0
.2

5
K
W

と
し

て
算

定
し

た
。

　
　

　
②

冷
房

負
荷

は
、

１
㎡

当
た

り
0
.1

7
K
W

と
し

て
算

定
し

た
。

　
　

　
③

教
室

の
換

気
回

数
は

、
文

部
科

学
省

「
学

校
環

境
衛

生
の

基
準

」
に

よ
り

2
.2

回
以

上
と

し
た

。

階
部

屋
名

面
積

（
㎡

）
暖

房
負

荷
(K

W
)

種
別

暖
房

能
力

×
台

数
冷

房
負

荷
(K

W
)

屋
内

機
種

別
屋

内
機

台
数

冷
房

能
力

(K
W

)
暖

房
能

力
(K

W
)

屋
外

機
(K

W
)

電
源

換
気

必
要

換
気

回
数

種
別

仕
様

換
気

回
数

台
数

配
膳

室
1
2

○
-

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

1
8
.6

1

４
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

４
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

５
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

５
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

６
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

６
年

普
通

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

特
別

活
動

教
室

6
4

○
1
6
.0

床
置

型
7
.4

K
W

×
2
台

○
2
.2

壁
付

扇
(欄

間
設

置
）

2
5
㎝

×
6
7
0
C

M
H

3
.5

1

廊
下

2
6
5

水
呑

（
Ａ

階
段

）

Ａ
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

水
呑

（
B

階
段

）

B
階

段

便
所

（
男

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

便
所

（
女

）
1
4

○
1
5
.0

天
井

扇
（
φ

1
5
0
ﾀ
ﾞｸ

ﾄ接
続

）
φ

1
5
0
×

6
0
0
C

M
H

1
6
.0

1

対
　

　
象

3
階

①
暖

房
設

備
（
Ｆ

Ｆ
式

石
油

暖
房

機
）

②
冷

暖
房

設
備

（
空

冷
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
エ

ア
コ

ン
・
マ

ル
チ

エ
ア

コ
ン

）
③

換
気

設
備
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階
部

屋
名

面
積
（
㎡
）

給
排
水

衛
生
器
具

照
明

器
具

台
数

配
膳

室
1
2

○
手

洗
い

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○
○

倉
庫

3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○

教
育

相
談

室
3
2

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

保
健

室
6
4

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

、
ガ
ス
栓

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

6
6

○
○

○
○

印
刷

室
1
6

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○

給
湯

室
1
6

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

、
ガ
ス
栓

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

2
2

○

職
員

室
9
6

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

9
9

○
○

○
○

○

事
務

室
3
2

○
H
F
3
2
W
-
3
灯

3
3

○
○

○
○

用
務

員
室

3
2

○
流

し
水

栓
、
湯

沸
器

○
H
F
3
2
W
-
2
灯

3
3

○
○

○
○

特
殊

教
室

・
地

域
交
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学校施設の質的改善を伴う耐震改修マニュアル 

 

【参 考 １】 

 

参考文献 

○ 第２回学校施設のリモデルプラン全国研修会 全国研修会テキスト 

(社)日本鋼構造協会「鋼構造による学校施設研究委員会」 

(社)日本鉄鋼連盟「次世代学校施設委員会」 

○ 文部科学省委託調査研究「学校施設の耐震改修に関する調査研究報告書」 

(社)日本建築学会 

文教施設委員会 

文教施設の耐震性能等に関する調査研究小委員会 

○ 文部科学省委託調査研究「学校施設の非構造部材等の耐震点検に関する調査研究報告書」 

(社)日本建築学会 

文教施設委員会 

文教施設の耐震性能等に関する調査研究小委員会 

○ 耐震化の推進など今後の学校施設の在り方について 

文部科学省 
学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議 

○ 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説（2001年改訂版） 

（財）日本建築防災協会 

○ 既存鉄筋コンクリート造建物の耐震改修設計指針・同解説（2001年改訂版） 

（財）日本建築防災協会 

○ 学校施設の耐震補強マニュアル（ＲＣ造校舎編・2003年改訂版) 

文部科学省 
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【参 考 ２】

学校施設の耐震化の促進に関する調査研究

平成１６年１２月２２日

平成１７年 ３月３１日 一部改定

平成１７年 ７月１１日 一部改定

国立教育政策研究所長決定

１ 趣 旨

学校施設は、地震発生時に児童生徒等の安全を確保するとともに、地域住民の

応急避難場所としての役割を果たすため、その耐震性能の向上を積極的に図ってい

くことが重要な課題となっている。このことを踏まえ、今後の学校施設の耐震化の

円滑な実施に資するための調査研究を行う。

２ 調査研究事項

（１）学校施設の利用・管理面からの耐震化方策に関する基礎的研究

（２）機能改善を伴う耐震改修に関する基礎的研究

（３）その他

３ 実施方法

調査研究の実施に当たっては、別紙の学識経験者の協力を得るものとする。

４ 実施期間

平成１６年１２月２２日から平成１８年３月３１日までとする。
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別 紙

学校施設の耐震化の促進に関する調査研究協力者

（五十音順）

木村 信之 昭和女子大学短期大学部生活文化学科助教授

木村 秀雄 （有）万建築設計事務所代表取締役

高橋 典之 東京大学生産技術研究所助手

中埜 良昭 東京大学生産技術研究所教授

宮本 文人 東京工業大学教育環境創造研究センター助教授

なお、国立教育政策研究所においては、次の関係官が報告書の作成に当たった。

丹沢 広行 文教施設研究センター長

山本 聖一郎 文教施設研究センター総括研究官

竹内 真司 文教施設研究センター企画係長
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